
書式第 12号 (法第 28条関係 )

令和 7年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 摩在
‐
■3支援センター円

事業の成果

多摩地域を中心に、障害者の福祉サービス及び住宅サービス等を行い、住み慣れた地域で利用者の

ニーズに応える多様な生活を支援することを目的としている。特に人王子市・立川市周辺地区を中心と

した精神障害者のニーズに合わせた通所及び住宅サービス (退院後の受け入れ)のサービスの質及び量
の拡大を図っている。また、仕事に就いている障害者の自立に向けた支援のためのグループホームの運

営を行っている。
地域の医療機関・福祉関係・行政機関と連携し、厚みのある支援を行った。また、ひきこもりやサー

ビスに繋がりにくい方々へ行き届くように、送迎を行う生活訓練事業・生活介護事業を行いサービスの

充実を図っている。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【198,701】 千円)

事 業 報 告 用

足示 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受盃
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

障害者の日常
生活及び社会
生活を総合的
に支援するた
めの法律に基
づく障害福祉
サービス

①

②

③

グループホーム

管理運営
グループホーム

管理運営
グループホーム
管理運営

4月

①国立市富士見台

1-25-21

②′ヽ王子市相田町

520-1

③′ヽ王子市子安町

3-27-11

① 7人

② 8人

③ 3人

①障害者

②障害者

④ 障害者

①

3
15人
18人
6人

①

3
59,648
59,110
15,976

① 自立生活援助事業
② 自立生活援助事業 4月

①国立市富士見台

1-25-21

②′ヽ王子市相田町

520-1

①

②

3

5

人

人

① 障害者

② 障害者

① 2人

② 5人
8
401

1,296

ショー トステイ事業 4月
国立市富士見台

1-25-21

7人 障害者
不特定
多数

5,315

生活訓練事業 4月
立川市錦町 3-5-

22-602
3人 障害者 17人 14,719

生活介護 4月
立川市錦町 3-5-

22-602
6人 障害者 36人 25,882



障害者の生活
援助事業

居宅生活安定化 自立
支援事業

4月
人王子市 日吉

町 13-35
6人

関係 機 関

職員・高齢

者 ・ 障 害

者・一般市

民

93人 16,352

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)
足駅 に記 載
された
事業名

事業内容 日口寺 場所
従事者
人数

事業費
(千円)



書式第 13号 (法第28条関係 )

令和 7年度 活動計算書 (その他事業が上登場合)
事 業 報 告 用

"定
非 H 法人  多暉tt支 援センター円

`位
_円

1 曼●●ロ
正会員受取会,
賛助会員受取会費

■ 0田

2 ■●■,■
■取■附金
L置ヽ受入評価益

3 受■口屁會●
受取助成●
■取補助金

3.口 ,.332
0

4 '1'Ii‐

需磐I言サ

'事

業収入
:[li[澄 I貫

′支崚事来収入

″葉収入 136.2'8

1田."1.:留

0 そ0●●●●
受取利 e
受取配当全
に宅支崚収入
食事収入
帷収入

7.7“.055

2:0.015.051

業務委託彙

祈関国
=彙会歳■

旅費交嬌■

車両,
通信こn,
,肖 耗品費
修,,
接

`交
鷹,

本,●光n,
地 |ヽ
=賃
'―
ス料

行事責
■師将
減輌債コロ
利用煮交通費
保険11
議会彙
租れ′`黒
研修費
貪材貴
支払手数,|
支払寄付企

綸ヽ子当
嘔]キ嘔贅0
と定福利●
中逃を
通働交通,

業務番誕骨

会議骨

諸〕0
硫賣交通費

車両贅

通(`運檬 費

消籠品,
地 iヽ家賃
広■t伝 贅
接■交原費
新田図書費
減■償却●
保険ll
議会費
リース||
行事責
粗晨公誤
r師 科
々

“

手敗ヽ

1

日 」

綸 与手当

法,F幅利 贅

211,355246

固,r薇 7元コ奎
過年唾猥益修 ,F益

災
=損
夫

過年度描 4修 正損
~~~~~~~ 0

0

0
0

法人■ .住民税及び事聰税
前期繰赳 [味財産螢  ・・

396.559
:27.237.302
127.う01.
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 7年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 多摩在宅支援センター円

金 小計・ 合計

2
1

3 の

3 095 834

15 849 867

(2) 形

63,243,872
30,090,043
364,743
24,099,694

現金預金

未収金
立替金

仮払金

1,447,422
652,369
996,043

出資金

保証金
敷金

保険積立金
長期前払費用

100,000
85,000

5,474,200
10,000,000
190,667

建物

建物付属設備
工具器具備品

:36.744.053【A】 資 産 合 計 ①+②

2

+

1

-1

キ肖 373

593

764

660
270
500

900

未払費用

預り金

預り保証金

預り保険金

未払法人税等

4,209,

139,

3,760,

385,

373,

127,237,302正

正 264,064
127.501.366

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 136,744.053
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書式第 16号 (法第 28条関

無形固定資産 :定額法を採用しております.

2  事業別損益の状況

令和 7年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人  多摩在宅支援センター円

重要な会計方針
財務諸表の作成は、 、NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 NPO法 人
会計基準協議会)に よつています。

.11棚 卸資産の評価基準及び評価方法
該当ありません。

12'固 定資産の減価償却の方法
有形固定資産 :定率法 (ただし、1998年 4月 1日 以降に取得した建物 (附属設備を除く)
並びに2016年 4月 1日 以降に取得した建物附属設備は定額法)を採用しております.

3)引 当金の計上基準
該当ありません.

1■ '施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
該当ありません.

15',肖 費税等の会計処理

消費等税等の会計処理は税込方式によつています

合計科 日
居 宅 櫻の社 桐の社 生活訓練 生活介議 とちの木 管理部門

78,000

6. 169.180

78,000

0

3.501,862
198,701.152

7.734.855
16.352.710

8.800

789,932

65.365,422
4,568

678,231

60,405,297
0

1,573,613

14,719,376

539,505

269.758
25,882,280

985.870

190,328

15,976.067

26,932

27.137.908 16.193.327 6.247.180 210.015,86916.361,510 66.159.922 61,033,528 16,832,494

7.717.574

708,797

96.000
109,080

23,500

33.560.811

88.000

5,292.607

456.000
669.400
218.237

25,843,176

3.957,705

448,000
802.940
307.366

11,136.437

1,539,968

148,400

191.217

117,562

20,723,385

2.859,962
275.600

355.123

105,491

7.960,469

l,151.462

96.000
258,284
35,487

1.376.136

119,880

11.880

108,317,988

88,000

15,630,381

1.520,000

2.386,044
819,523

31.359.187 13.133.584 24.319.561 9.501.702 1.507.896 128,761,9368,654,951 40.285.055

|
591

2,836.200 1,109,000

9.206

335.151

174,169

745.706

258,047

215,600

951,016
10,000

1,004,978

133,761

142.775

108,330

113,028

55.544

26.858

765,353

415,491

8.510

518.421

18,478,800
737,000

3.000

54.323
2.920

287.760
10,200

200

72,000

2. 160.000

611,660
57,951

1,705

22.777

736.370

188.559

921,335
649,610

30,000

37.521

216.227
13,960,000
797,540

74,170

145,190
6.980

222.902

4,000

1,600

21.000

1,217,979

10,000
1.313,913

56,900

11,110

20,902

205,381

330.937

561,824

5,000

120,049

1,677,780

633,252
28,155

98.000

213,115
304.989

6,000

250

709,274

284,766
5,000

148.807

43,69(,

474,638

570.698

725.761

5,

320,

3.527.

1.176.

63.

144.

27.

322,

307.

10,

000

844

820

028

485

000

485
328

878

200

250

000

556

423

000

795

6.

948,

879.

5,

211.

8,972

3,345

423.897
345,392

34,732

5,169,600
207,328
89,390

110.000

172.259

69.654
3,000

63.045
10,000

439.131

9,503

360,000

22.440

241.319

20.000

8.030

4.957

554.343

499.746
97.125

148.485

636.000
213,400
110,164
66.822

57,409

860

5.000

61. 158

1.709,697

279.413

4,496.000
42.845

288,396

1.007,275

1.046.513

3,674.893

3,310,852

56,

1.433.

45.610.

4.376,

423,

421,

791,

545.

1.368.

41.

809,

27.

1.657.

5,363.

40.

3,613,

031

758

000

108

315

822

817

343

212

400

164
000

830
9'3

000

607

7.964.869 20.579.378 5.421.491 9.923.375 7.159.248 5.096.368 80.446.18424,448,580
16.619,820 64,733.635 51,938.565 18.555.075 34.242.936 16.660,950 6,604,264 209.208, 120

9.144.963 -1.722.581 -7.105.028 -467.623 -357.084 807,749-258,310 1.426.287

1 経常収益
1 受取会費
2 受取寄附金
3 受取助成全等
4 事業収益
5 その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
{」 '人件費
給料手当
臨時雇用金
法定福利費
中退金
通勤交通費
福利厚生費
人件費計
(2,そ の他経費
業務委託費
新聞図書費
会議費
諸酎全
旅費交通費
車両費
通信運搬費
消耗品費
広告宣伝費
修繕費
接待交際費
水道光熱費
地代家賃
リース料
行事費
講師料
減価償却費
利用者交通費
保険料
諸会費
租税公課
研修費
食材費
支払手数料
支払寄付金
雑費
その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

施設の提供等の物的サービスの受入の内訳

該当ありません .



当期増加額 当期減少額 期末残高 備 考内容 期首残高

0合計

使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附全等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです.

5.固 定資産の増減内訳

借入金の増減内訳
該当ありません。 (単位 [円 )

役員及びその近親者との取引の内容
該当ありませんて

その他特定非営利活動法人の資産.負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

記載すべき事項はありません.

減価償却累.11額 期末帳簿価額科 日 期首取得価額 取 得 減少 期末取得価額

598.500

2.398.046
5,983.590
4.317.342

△ 598,500

△  950,624
∠:ゞ  5.331.221

∠:、  3.321.299

0

447,422

652.369

996.043

598.500

2,398.046
5,983.590

4,317,342

∠ゝ 10.201.644 3,095,83413,297,478 13,297.478

(有形固定資産 )

建   物
建物付属設備
工具器具備品

(無形固定資産 )
ソフ トウェア

合計



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 7年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 多
"在
宅支援センター円

単位 :円
金   顔 ′]ヽ   1+ 合   計

F可F雨可

「

~~~~~~~

そ の 24,464,437

金

722.329

12.174.672
9.254.992

8.281.946
6,110,835
5,191.580
12.250.940
3.247,616

6.008,962

多摩信用金人木町支店
多摩信用金庫本店

多摩信用金庫本店
多摩信用金庫本店

多摩信用金庫本店
西武信用金庫立川南口支店
富士見台
西武信用金庫立川南口支店

現金預金

硯金

普通預金

普通預金

普通預金

普通預金

普通預金
普通預金

郵便貯金
定期預金

18.680.233
4,664.717
3.318.309

1,145.327
2,281.457

国民健康保険連合会
人王子市

国立市
立川市
その他未収金

117.798.352質産合計 ・・・①
更賣壼
(1河 雨 百百爾

「
建物
内装木工事

建物付属設備

電気設備工事
工具器具備品
パソコン他

1,447.422

652.369

996.043

095,

(2)熙形固定責百

て可¬願マ研國頑西
主資金

保証金

敷金

保険積立金

長期前払費用

100.

85.

5,474,

10.000,

190,

000

000
200

000
667

15,849,867

1■_046_701

「
1・て5

A
1

136.744.053【A】 責 産 合 計 ①+②

2

139,764

373.500

37

未払費用
社会保険
円グルーフ
その他

預 り保証金

預 り保険料

預 り食事代

預 り金

源泉徴収税
住民税

雇用保険

仮受金
未払法人税等

2.947.113

1,109,000
153.480

3,760.660
385.270
0

9.242.687【B-1】 負 債 合 計 ③+④

127.501.366【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】

771ヽ 1

■|■■11EI^||口1日:i
1■

Ti17]』■■E■【:
L_日」|



書式第 18号 (法第 28条関係 )

令和 7年度 年間役員名簿 〈前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所エ
びにこれらの者についての前事集年度における颯醜の有無を記重した名簿)

特定非営利活動法人  多 在宅支援センター円

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

Z以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに〇

(フ リガナ)

氏   名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)

1 o・監理
テラタ'  エツコ

寺田 悦子

令和 7年  4月  1日

令和 8年  3月  31日

年:   月    日

年:   月   日

2

′ヽ
理苺い 監事
ヽ′

ウチヤマ

内山

シノプ

しのぶ

令和 7年 4月  1日

令和 8年 3月  31日

年 月

月

日

日年

3 (3)監事
シ'ン マチ

神 マチ

令和 7年 4月  1日

令和 8年  3月  31日

年   月   日

年  月  日

4 0 監
タナカ  アヤト

田中 文人

令和 7年 4月  1日

令和 8年  3月  31日

年   月 日

日年 月

5 C鑑事
ウエマツ  カス

゛
ミツ

植松 和光

令和 7年 4月  1日

令和 8年  3月  31日

年 月

月

日

年 日

6 ・監事
ソエタ
゛
  マサヒロ

添田 雅宏

令和 7年 4月  1日

令和 8年  3月  31日

年

年

月

月

日

日

7 監事

t\1a t7'+

原子 英樹
"和
7年 4月  1日

令和 8年  3月  31日

年

年

月 日

日月

8
′摯義

V
監 事
ナカシ
・マ  ヤスコ

中嶋 康子

令和 7年 4月  1日

12月 10日令和 7年

年   月 日

日年 月

9 ○ 監 事

ヒフハ ヤシ コ ワ

平林 剛

令和 7年 4月  1日

令和 8年  3月  31日

年

年

月

月

日

日

10 o鑑事
十ソ スミコ  1
――― 
―佐野 澄子 |

令和 7年 4月  1日

令和 8年 3月  31日

年   月    日

年  月  日

事 業 報 告 用



書式第 18号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

氏    名

前事業年度内の

就任期間

報酬 を受けた期間

(該当者のみに記入)

l

⌒

《
=ヮ

・監事
フシ
゛
タ  ヒテ
｀
チカ

藤田 英親

令和 7年  4月  1日

令和 8年 3月  31日

年   月    日

年   月    日

2
・監事

イシイ  ヤスタカ

石井 保孝

令和 7年 12月 10日

令和 8年  3月  31日

年   月    日

年   月   日

3 ・監事
サトウ マキ

佐藤 真希

令和 7年 12月 10日

令和 8年  3月  31日

年   月 日

日年   月

4

⌒

理事υ
ノシ
゛
  カス
゛
ユキ

野路 和之

令和

令和

年

年

月  日

月   日

年 月

月

日

日年

5 ○理 事
!>f 7-
神宮 智恵

年  月  日

年  月  日

年

年

月

月

日

曰

6 理事・監事
年

年

月

月

日

日

年

年

月

月

日

日

7 理事・監事

年 月

月

日

日年

年   月    日

年  月  日

8 理事・監事

年   月   日

年   月    日

年

年

月

月

日

日

9 理事・監事

年   月 日

曰年 月

年

年

月

月

日

日

10 理事・監事
年

年

月

月

曰

日

年

年

月 日

日月



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人  多摩在宅支援センター円

氏    名

1
寺田 悦子

2 神  マチ

3 藤田 英親

4 添田 雅宏

5
平林 剛

6 田中 文人

7
植松 和光

8
佐野 澄子

9 原子 英樹

10
内山 しのぶ

11
石井 保孝

12 佐藤 真希




